
設計等委託契約約款の一部改正について

◇ 東京都水道局の契約で使用する設計等委託（建築設計、土木設計、測量、地質

調査、工事監理業務、工事監督補助等業務）の契約約款について、改正民法への

対応等を図るため、令和２年４月１日付けで、一部を改正します。

施行日：令和２年４月１日 適用：施行日以降に契約締結する案件

令和 ２年３月

東京都水道局

【改正の概要】

〇 改正民法を踏まえ、「瑕疵」という用語を、「種類又は品質に関して契約の内容に適合
していないもの（以下「契約不適合」という。）」に見直しました。

〇 改正民法を踏まえ、契約不適合があった場合の委託者の権利として、履行の追完
請求権と代金の減額請求権を規定しました。

瑕疵担保責任に関する見直し

主な改正箇所

契約不適合責任の担保期間に関する見直し

【改正の概要】
※ 工事監理業務委託は見直しなし

〇 委託者は、成果物の引渡しを受けた日（以下「引渡しの日」という。）から
２年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完請求、損害賠償
の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下「請求等」という。）をする
ことができないこととしました。

〇 上記で規定したそれぞれの期間内に契約不適合を発見した旨を通知したときは、
当該通知から１年以内に請求等を行うことで当該期間内に請求等をしたものとみなす
こととしました。

〇 そのほか、契約不適合が受託者の故意又は重過失によるものであるときは民法の
定めるところによること等を規定しました。

契約解除権に関する見直し

【改正の概要】

〇 改正民法を踏まえ、委託者の解除権、受託者の解除権共に催告解除と無催告解除

に分けてそれぞれ解除事由を規定しました。

〇 また、催告解除については、債務不履行の内容が軽微であるときは、契約を解除

できないこととしました。

※ 工事監理業務委託は見直しなし



【問合せ先】　東京都水道局経理部契約課契約調整担当　℡ 03-5320-6402（ダイヤルイン）    

【改正の概要】

〇 改正品確法において、委託者の責務として適正な工期等の設定が定められたこと
を踏まえ、当該業務に従事する者の労働時間その他労働条件が適正に確保される
よう考慮しなければならないこととしました。

〇 遅延違約金等の利率の根拠を明確に規定しました。
なお、現行の当該率は年５％ですが、令和２年４月１日より年３％となります。

〇 契約保証金の納付に代わる保険会社との間の履行保証保険契約及び保証事業
会社の保証については、契約の解除が破産法の規定による破産管財人、会社更生
法の規定による管財人又は民事再生法の規定による再生債務者等によりなされた
場合についても保証されるものでなければならないこととしました。

〇 これまで、受託者に排除措置命令又は課徴金納付命令（以下「命令」という。）
があった場合を契約解除の対象としてきましたが、今後は、命令の対象とならない
違反事業者であっても契約解除の対象とすることとし、併せて、損害賠償請求の
対象とすることとしました。

※ その他、所要の改正を行いました。

損害賠償請求権に関する見直し

【改正の概要】

〇 改正民法を踏まえ、委託者の損害賠償請求権については、受託者が債務の本旨に

従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき等を規定しました。

〇 また、受託者の損害賠償請求権については、委託者が債務の本旨に従った履行を

しないとき又は債務の履行が不能であるとき等を規定しました。

その他の見直し

意匠の実施の承諾等について

【改正の概要】

※ 建築設計委託及び土木設計委託にのみ規定

〇 意匠法が改正され、建築物及び土木構造物の外観・内装のデザインが新たに同法

律の保護対象となったことから、成果物に係る意匠登録を受ける権利等について規定

しました。


